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研究代表者 佐藤さやか（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

 

要旨 

本研究の目的は国内の実践家が効果的な実践を行うための支援として、1）精神保健

福祉サービスの効果等についてのエビデンスの収集及び分類、専門的知見を介した信頼

性等の評価、2) 国内外の調査・研究等のシステマティックレビュー（Systematic 

review：SR）の実施、３）1)２）の結果等を容易に入手可能な日本語プラットフォーム

の構築、を行うことであった。 

中西分担研究班では、PRISMA 声明（2009）に従って、精神科長期入院患者の退院

促進後の予後に関するシステマティックレビューを行い、最終的に英文 4 編、和文 2 編

がシステマティックレビューに組み入れとなった。 

山口分担研究班では、エビデンスセンターのプラットフォームとなる WEB サイトの

基礎設計とコンテンツの検討を行い、WEB サイトのβ版の全体イメージの確定や情報

提示の工夫、既存情報を活用したコンテンツ内容の充実について一定の成果を得た。 

藤井分担研究班では、精神保健医療福祉のステークホルダーとして当事者、家族、支

援者、行政職員、研究者を対象にグループインタビューを行った。この結果、属性を超

えた関係者全体として WEB サイトにおけるエビデンス情報について段階的な提示を望

むこと、属性別の意見として、エビデンス以前にベーシックな生活/医療支援や家族支援

に関する情報が必要との切実な声や、実践者のもつ抵抗感に関する意見、エビデンスだ

けでなく、支援の費用対効果や EBP 実施する際の具体的なプラン提示が必要、との意

見が聞かれた。 

今年度は初年度であるため、システマティックレビューおよび WEB サイト構築につ

いての下準備が主な活動となった。これと並行して実施したグループインタビューにつ

いては、研究班の想像以上に、ステークホルダーが必要とする情報共有がスムーズでな

い現状が明らかとなった。 

次年度は中西分担研究班におけるシステマティックレビューの投稿を行うことに加え

て、藤井分担班におけるグループインタビューで得られた意見を山口分担班にフィード

バックした上での新たなエビデンスセンターの構築・運用を開始する。また別研究課題

で構築されているデータベースとの連携、閲覧者がワンストップで情報を集められるよ

うな工夫、エビデンス活用の利点についての発信も検討していきたい。 
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A.研究の背景と目的 

英国の NICE ガイドラインなど、厳密な

手法でエビデンスを収集し、関係者の合意

に元に定められた診療ガイドラインが国際

的には医療/保健の支援現場や医療経済に

大きな影響を与えるようになっている（藤

井，2016）。他方、わが国の精神保健領域

においては、依然として支援者の経験則が

提供される支援の根拠となっている場面が

散見される。この背景に、①国内の望まし

い実践（Good practice: GP）に関する資

料が広く共有されていない、②海外のエビ

デンスに関する情報発信が少ない、の 2 点

があることが推察される。①については研

究活動の一環としてとして展開された GP

は実践家にとってはなじみが薄く、また実

践家自身からの発信は事例報告が多いため

に、システム全体の均てん化に必要な情報

に乏しい、といった要因が関係していると

思われる。②については厳密な手法を用い

た研究の多くが英語の医学データベースに

掲載されているため、情報のアクセシビリ

ティに問題がある。そこで本研究では国内

の実践家が効果的な実践を行うための支援

として、1）精神保健福祉サービスの効果

等についてのエビデンスの収集及び分類、

専門的知見を介した信頼性等の評価、2) 

国内外の調査・研究等のシステマティック

レビュー（Systematic review：SR）の実

施、３）1)２）の結果等を容易に入手可能

な日本語プラットフォームの構築、を行う

ことを目的とする。 

 

B.方法 

１．中西分担研究班 

システマティックレビューの最新のレポ

ーティングガイドラインである PRISMA 

声明（2009）に従って、精神科長期入院患

者の退院促進後の予後に関するシステマテ

ィックレビューを行った。 

２．山口分担研究班 

エビデンスセンターのプラットフォーム

となる WEB サイトの基礎設計とコンテン

ツの検討を行った。WEB サイトの基礎設

計については、実際にサイトの構築を行う

分担研究者板垣と WEB サイトのイメージ

および構造について検討を行った。また令

和 2 年度秋以降に WEB サイトのβ版の運

用を開始するにあたって、NCNP 内の関

係部署と役割分担や著作権の観点から掲載

可能なコンテンツの範囲などについて合議

を行った。 

コンテンツの検討については本研究課題

で実施予定の「精神科長期入院患者の退院

促進後の予後に関するシステマティックレ

ビュー」に加えて、重症精神障害をもつ人

の地域生活支援に関する既存のコンテンツ

で情報を紹介できるものがないか検討を行

った。 

３．藤井分担研究班 

精神保健医療福祉のステークホルダーと

して当事者、家族、支援者、行政職員、研

究者を対象に「治療や実践のエビデンスを

集めた情報サイトにどのような内容をどの

ように載せたらよいか？」「専門家に知っ

ておいてほしい支援や実践とはどのような

ものか」「厳密な研究によるエビデンスの

確立していない支援や実践を取り扱うべき

か？」という問いについてグループインタ

ビューを行った。 

  

C.結果／進捗 

１．中西分担研究班 

論文検索の結果、Web of science で

2,827 編、PsycINFO で 1,553 編、

CINAHL で 967 編、MEDLINE で 3,983

編、医中誌で 762 編の論文がヒットした

（PECOS および検索式については中西分

担研究班報告書を参照のこと）。重複を除

いた 9,442 編が一次スクリーニングおよび
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適格性検討の対象となった。最終的に英文

4 編、和文 2 編がシステマティックレビュ

ーに組み入れとなった。 

２．山口分担研究班 

WEB サイトの基礎設計について、サイ

ト全体はイラストを用いた親しみやすく、

シンプルで迷わないデザインとすることを

基本とした。β版のトップページ案を作成

した。また、エビデンス提示の方法として

EPB の一覧を示す方法に加えて、「精神疾

患をもつ人が退院したらどうなるの？」と

いった Clinical question を一般的な WEB

サイトにおける FAQ のような形で示し、

そこからさらに閲覧者のもつ疑問にあった

質問をクリックしていくと、関係するエビ

デンスにたどり着くというような構造を着

想した。実践家になじみのある論文化され

た実践報告の抄録掲載も検討中である。 

コンテンツについては、研究班が実施す

る「精神科長期入院患者の退院促進後の予

後に関するシステマティックレビュー」に

加えて、Cochrane library から重症精神障

害（統合失調症、双極性障害、大うつ病）

の地域生活支援に関するレビューを選び、

これらの PLS を和訳し、Cochrane 

library に掲載を依頼、発行された URL を

エビデンスセンターの WEB サイトにリン

クする枠組みについて体制を整備した。 

３．藤井分担研究班 

グループインタビューの結果、エビデン

スの提示方法については①タイトル、抄

録、イラストや図で支援の効果の程度を簡

単に示す、②研究の概要についてできるだ

け数値を使わずに説明する、の２段階での

提示が希望された。 

属性別の意見として、当事者や家族から

はいわゆるエビデンスベイスドな支援プロ

グラムではなく、もっとベーシックな生活

/医療支援に関する情報が必要、家族から

はそもそも家族自身が支援の対象として認

識されておらず、必要なサポートが届いて

いないという切実な実情について語られ

た。 

研究者、実践家からはエビデンスについ

て、実践者のもつ抵抗感についても語ら

れ、行政職員からは支援の費用対効果や

EBP を実施する際の具体的なプラン提示

が必要、との意見が聞かれた。 

 

D.考察 

 今年度は初年度であるため、システマテ

ィックレビューについては組み入れ論文の

スクリーニングまで、またエビデンスセン

ターとなる WEB サイトについてはβ版作

成の下準備が主な活動となった。 

グループインタビューについては、多様

な属性の参加者から非常に有意義な意見を

得ることができた。研究班内でも実践家の

もつエビデンスへの抵抗感については問題

意識を持っており、それが本研究課題のリ

サーチクエスチョンであった。しかし、現

状では想像以上に、ステークホルダーが必

要とする情報共有がスムーズでないことが

明らかとなった。新たなエビデンスセンタ

ーの構築・運用に加えて、別研究課題で構

築されているデータベースとの連携、閲覧

者がワンストップで情報を集められるよう

な工夫、エビデンス活用の利点についての

発信が必要と思われる。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

追加予定 

2.学会発表 

吉田光爾，宮本有紀，後藤雅博，澤田恭

一，佐藤さやか，神谷牧人：学会企画シン

ポジウム地域ケア（コミュニティメンタル
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ヘルス）を推進するために研究と実践をど

うつなぐか：私たちにできることは何か．

第 27 回日本精神障障害者リハビリテーシ

ョン学会大阪大会, 大阪, 2019.11.24. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

加えて、実践家、当事者・家族のもつエ

ビデンスへの抵抗感についてはエビデンス

の示し方に工夫することに加えて、エビデ

ンスを活用することの利点についても発信

していく必要性が感じられた。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 
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分担研究研究報告書 

 

精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する 
システマティックレビュー 

 

研究分担者：中西三春 （公益財団法人東京都医学総合研究所精神行動医学研究分野） 

要旨 

 本研究の目的は、精神科長期入院患者の退院促進にかかるエビデンスとして、システ

マティックレビューにより退院後の予後を明らかにすることである。 

 分担研究者を含む 6 名のレビューアーで作業チームを構成し、システマティックレビ

ューの最新のレポーティングガイドラインである PRISMA 声明（2009）に従って、精

神科長期入院患者の退院後の予後に関するシステマティックレビューを行った。 

 検索式を用いた論文検索によって Web of science で 2,827 編、PsycINFO で 1,553

編、CINAHL で 967 編、MEDLINE で 3,983 編、医中誌で 762 編の論文がヒットし

た。重複を除いた 9,442 編について 1 次、2 次スクリーニングを実施した結果、最終的

に英文 4 編、和文 2 編がシステマティックレビューに組み入れとなった。 

今後は、分担研究者中西、研究代表者佐藤の 2 名で ROBINS-I を用い Risk of bias を

実施後、論文作成を行う予定である。 

A.研究の背景と目的 

 過去 30 年間において、日本の精神保健

医療サービスは、入院治療中心から地域ケ

ア中心へと徐々に移行しはじめている。例

えば、新規入院患者の約 90%が 1 年以内

に退院している（精神医療政策研究部, 

2016）。この変化は、精神疾患を持ちなが

ら地域に住む患者が増加していることを意

味する。しかし国内ではなお、再入院や回

転ドア現象による入退院の繰り返し、精神

障害の重症化によるホームレス化や受刑な

どを理由に、特に長期入院患者の地域移行

に対して医療関係者から懸念が示されるこ

とが少なくない。 

 他方、英米を中心として諸外国ではすで

に「脱施設化」「地域へ再参加」などの名

称で精神科長期入院患者の地域移行は完了

しており、この過程で実施された多くの研

究でその転帰についても検討されている。 

 今後、我が国の精神保健医療が本格的な

地域ケア時代を迎えるにあたり、これまで

の知見を整理することは、「精神障害にも

対応する地域包括ケアシステム」のような

新しい地域生活支援システムの構築にも有

用であると思われる。 

そこで本研究では、近年、発展著しいシ

ステマティックレビューの手法を用いて、

国内外の精神科長期入院患者の退院後の転

帰に関するシステマティックレビューを実

施することを目的とする。 

 

B.方法 

システマティックレビューの最新のレポ

ーティングガイドラインである PRISMA 

声明（2009）に従って、精神科長期入院患

者の退院後の予後に関するシステマティッ
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クレビューを行った。 

論文検索について、英文は Web of 

science、PsycINFO、CINAHL、

MEDLINE、和文は医中誌を用いて行っ

た。  

検索に用いる PE（C）OS は以下のよう

に設定した。 

・P：Adults with SMI 

※ただし下記を除外 

elderly（高齢）, children（小児）, 周

産期（産後うつ等）、F0 のみ(認知症)、

F1 のみ（依存症）、F4 のみ（神経症）、

F50 のみ（摂食障害）、F6 のみ（人格障

害）、F7 のみ（知的障害）、F8 のみ（発

達障害） 

※年齢は 16-64 歳とした。 

・E：long-term（1 年以上） for 

psychiatric hospitals/wards 

・O：再入院の有無 ＋ 入院日数/地域滞

在日数 ＋ 就労/学校等の社会参加

（含まれていれば収集：症状・機能・

QOL/well-being） 

・S：observation＋RCT  

※ただし右記を除外 

Multiple waves cross-sectional 

 

 重複した論文を除いた 9,442 編につい

て、レビューアーが 2 名 1 組となり一次ス

クリーニングを実施し、さらに適格性の検

討を実施した。以上のプロセスを経て、シ

ステマティックレビューに組み入れる論文

を決定した。 

 

C.進捗 

 後述の検索式を用いて論文検索をした結

果、Web of science で 2,827 編、

PsycINFO で 1,553 編、CINAHL で 967

編、MEDLINE で 3,983 編、医中誌で

762 編の論文がヒットした。重複を除いた

9,442 編が一次および二次スクリーニング

の対象となった。最終的に英文 4 編、和文

2 編がシステマティックレビューに組み入

れとなった。 

 

【検索式】 

1 Mental Disorders[MH]  

2 “Hospitalization”[Mesh]  

--- 

3 Patient Readmission[MH]  

4 patient admission[MH]  

5 Employment[MH]  

6 Work[MH]  

7 Social Participation[MH]  

8 return to work[MeSH] 

9 OR/3-8 

--- 

10 “Prospective Studies”[Mesh]  

11 "Longitudinal Studies"[Mesh] 

12 “Cohort Studies”[Mesh] 

13 "Observational Studies as 

Topic"[Mesh] 

14 “Observational Study” [Publication 

Type]  

15 "Follow-Up Studies"[Mesh] 

16 intervention[Mesh]  

17 trial[MeSH]  

18 random*  

19 control group 

20 comparison  

21 comparative 

22 OR/10-21 

--- 

23 1 AND 2 AMD 9 AND 22 

 

 なお、本レビューはシステマティックレ

ビューの登録サイトである Yale 大学の

PROSPERO に登録申請中である。 

 

D.考察 

PRISMA 声明（2009）に従ってシステ
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マティックレビューのプロセスを順調に進

めることができた。 

今後は、分担研究者中西、研究代表者佐

藤の 2 名で ROBINS-I を用い Risk of bias

を実施後、論文作成を行う予定である。 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

文献 

精神医療政策研究部: 厚生労働行政推進調

査事業費補助金（障害者政策総合研究事

業：精神障害分）精神科医療提供体制の機

能強化を推進する政策研究. 国立精神・神

経医療研究センター, 小平, 2016. 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 
精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

分担研究報告書 
 

精神保健医療福祉に関するエビデンスの提供と普及を目指した 
WEB ページの構築と運用 

 

研究分担者：山口創生 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究協力者：板垣貴志 （株式会社アクセライト） 

要旨 

本研究の目的は国内の実践家が効果的な実践を行うための支援として、国内外の

Evidence based practice（EBP）に関する情報が容易に入手可能な日本語プラットフォ

ームの構築を行うことを目的である。初年度ある本年度は WEB サイトの基礎設計とコ

ンテンツの検討を行った。この結果、WEB サイトの基礎設計について、サイト全体は

イラストを用いた親しみやすく、シンプルで迷わないデザインとすることを基本とし

た。β版のトップページ案を作成した。また、エビデンス提示の方法として EPB の一

覧を示す方法に加えて、「精神疾患をもつ人が退院したらどうなるの？」といった

Clinical question を一般的な WEB サイトにおける FAQ のような形で示し、そこから

さらに閲覧者のもつ疑問にあった質問をクリックしていくと、関係するエビデンスにた

どり着くというような構造を着想した。実践家になじみのある論文化された実践報告の

抄録掲載も検討中である。コンテンツについては、研究班が実施する「精神科長期入院

患者の退院促進後の予後に関するシステマティックレビュー」に加えて、Cochrane 

library から重症精神障害（統合失調症、双極性障害、大うつ病）の地域生活支援に関す

るレビューを選び、これらの PLS を和訳し、Cochrane library に掲載を依頼、発行さ

れた URL をエビデンスセンターの WEB サイトにリンクする枠組みについて体制を整

備した。2 年度の秋以降の、WEB サイトのβ版運用を開始し、さらに精緻化を図って

いく予定である。 

A.研究の背景と目的 

英国の NICE ガイドラインなど、厳密な

手法でエビデンスを収集し、関係者の合意

に元に定められた診療ガイドラインが国際

的には医療/保健の支援現場や医療経済に

大きな影響を与えるようになっている（藤

井，2016）。他方、わが国の精神保健領域

においては、依然として支援者の経験則が

提供される支援の根拠となっている場面が

散見される。この背景に、①国内の望まし

い実践（Good practice: GP）に関する資

料が広く共有されていない、②海外のエビ

デンスに関する情報発信が少ない、の 2 点

があることが推察される。①については研

究活動の一環としてとして展開された GP

は実践家にとってはなじみが薄く、また実

践家自身からの発信は事例報告が多いため

に、システム全体の均てん化に必要な情報

に乏しい、といった要因が関係していると

思われる。②については厳密な手法を用い

た研究の多くが英語の医学データベースに

掲載されているため、情報のアクセシビリ

ティに問題がある。そこで本研究では国内

の実践家が効果的な実践を行うための支援
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として、国内外の Evidence based 

practice（EBP）に関する情報が容易に入

手可能な日本語プラットフォームの構築を

行うことを目的とする。 

 

B.方法 

 今年度はエビデンスセンターのプラット

フォームとなる WEB サイトの基礎設計と

コンテンツの検討を行った。WEB サイト

の基礎設計については、実際にサイトの構

築を行う分担研究者板垣と WEB サイトの

イメージおよび構造について検討を行っ

た。また令和 2 年度秋以降に WEB サイト

のβ版の運用を開始するにあたって、

NCNP 内の関係部署と役割分担や著作権

の観点から掲載可能なコンテンツの範囲な

どについて合議を行った。 

コンテンツの検討については本研究課題

で実施予定の「精神科長期入院患者の退院

促進後の予後に関するシステマティックレ

ビュー」に加えて、重症精神障害をもつ人

の地域生活支援に関する既存のコンテンツ

で情報を紹介できるものがないか検討を行

った。 

  

C.結果／進捗 

１．プラットフォームとなる WEB サイト

の基礎設計 

・WEB サイト全体のイメージ 

WEB サイト全体は、イラストを用いた

親しみやすいデザインで統一すること、閲

覧者が求める情報にたどり着きやすいよう

トップページに「支援者の方」および「当

事者・ご家族の方」と表示したバナーを大

きく配置するなど、シンプルで迷わないデ

ザインとすることを基本とした。β版のト

ップページ案を作成した（図１）。また

WEB サイトの運用にあたっては NCNP の

知財管理および広報担当部署と合議し、

URL は NCNP ドメインを使用すること、

サーバーは研究協力者板垣の所属であるア

クセライト社に設置で仮運用を開始する旨

を申し合わせた。 

 

・WEB サイトの構造 

 Assertive community treatment

（ACT）や Individual placement and 

support（IPS）のような EPB の一覧を示

して、閲覧者に知りたい情報を探してもら

うことに加えて、例えば「精神障害を持ち

ながら、地域に住むことは可能か？」とい

うような Clinical question を一般的な

WEB サイトにおける FAQ のような形で

示し、そこから「退院したらどうなるか？ 

」「就労したらどうなるか？」と質問をク

リックしていくと、関係するエビデンスに

たどり着く、というような構造を着想し

た。またエビデンスだけでなく、より実践

家になじみのある論文化された実践報告の

抄録も掲載できると良いと考えている（資

料 1）。 

サイトの構造については藤井分担班にお

けるステークホルダーのグループインタビ

ューの結果を踏まえて、今後も検討、修正

を行う予定である。 

 

２．コンテンツの検討 

１）精神科長期入院患者の退院促進後の予

後に関するシステマティックレビュー 

 本研究班の中西分担班で実施中である。

詳細や進捗については同班の報告書を参照

されたい。 

２）コクランレビューの Plain language 

summary（PLS）の和訳について 

すでに豊富なシステマティックレビューの

蓄積がある Cochrane library から重症精

神障害（統合失調症、双極性障害、大うつ

病）の地域生活支援に関するレビューを選

び、これらの PLS を和訳し、エビデンス

センターのコンテンツとできないか、コク
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ラン・ジャパンと協議を行った。この結

果、著作権の観点から NCNP 内エビデン

スセンターWEB サイトに直接 PLS の和訳

本文を掲載するのではなく、Cochrane 

collaboration とコクラン・ジャパンとの

間で構築されている翻訳の枠組みを活用

し、本研究班では PLS を和訳、コクラ

ン・ジャパンが連絡・調整、Cochrane 

library の WEB サイトに PLS 和訳を掲

載、掲載ページの URL を NCNP 内エビデ

ンスセンターWEB サイトにリンク、とい

う一連の流れで PLS の和訳を活用できる

こととなった（図 2）。なお、この仕組み

は厚生労働省「統合医療」に係る情報発信

等推進事業」（eJIM：

http://www.ejim.ncgg.go.jp/）でも活用さ

れている。 

 現在、PSL の和訳を予定しているレビュ

ーは以下の 14 本である。 

1．Almerie_et_al（2015）．Social skills 

programmes for schizophrenia 

2．Babalola_et_al（2014）．Length of 

hospitalisation for SMI 

3．Catty_et_al（2008）．Day centres for 

SMI 

4. Chien_et_al（2019）．Peer support for 

schizophrenia or other SMI 

5. Chilvers_et_al（2010）．Supported 

housing for SMI 

6. Dieterich_et_al（2017）．Intensive 

case management6 

7. Jones_et_al（2018）．CBT plus 

standard care vs. standard care for 

schizophrenia 

8. Jones_et_al（2019）．CBT for 

schizophrenia 

9. Kinoshita_et_al（2013）．Supported 

employment 

10. Malone_et_al（2018）．Community 

mental health teams tor SMI etc 

11. Murphy_et_al（2015）．Crisis 

intervention for SMI 

12. Reilly_et_al（2013）．Collaborative 

care approaches for SMI 

13. Xia_et_al（2013）．Psychoeducation 

for schizophrenia 

14. Zhao_et_al（2015）．Brief 

psychoeducation for SMI 

 

D.考察 

 今年度は初年度であるため、WEB サイ

トのβ版作成の下準備が主な活動となっ

た。2 年度目の秋以降にβ版の運用を開始

し、使用感などを踏まえながらさらに精緻

化していく予定である。 

 

E.健康危険情報 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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図１ WEB サイトのβ版トップページ 

 

 

図２ コクランレビューの PLS をエビデンスセンターで掲載する仕組み 
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資料 1 エビデンスセンターのイメージ 

 

 

トップページ
エビデンスセンター

精神障害を持ちながら、地域に住むことは可能ですか？

専門家向け

地域生活に役立つ支援のエビデンス

当事者・家族向け
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び 
精神科長期入院患者の退院促進後の予後に関する検討のための研究 

分担研究報告書 

 

精神保健医療福祉システムのステークホルダーが求める 
エビデンスの提示方法に関する検討 

 

研究分担者：藤井千代 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究協力者：山口創生、阿部真貴子、小川亮、安間尚徳、小塩靖崇、松長麻美、小池純子、

岡野茉莉子、相田早織（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

要旨 

国内の実践家が効果的な実践について情報収集するための WEB ページにおいてどの

ような表現や形式での情報発信が望まれているか探索することを目的として、グループ

インタビューを実施した。グループインタビューの参加者は精神保健医療福祉のステー

クホルダーとして当事者、家族、支援者、行政職員、研究者の属性をもつ者、合計 35

名であった。 

グループインタビューの結果、エビデンスの提示方法については①タイトル、抄録、

イラストや図で支援の効果の程度を簡単に示す、②研究の概要についてできるだけ数値

を使わずに説明する、の２段階での提示が希望された。 

属性別の意見として、当事者や家族からはいわゆるエビデンスに基づく支援プログラ

ムではなく、もっと身近な、生活/医療支援に関する情報が必要、家族からはそもそも家

族自身が支援の対象として認識されておらず、必要なサポートが届いていないという切

実な実情について語られた。 

研究者、実践家からはエビデンスについて、実践者のもつ抵抗感についても語られ、

行政職員からは支援の費用対効果や EBP を実施する際の具体的なプラン提示が必要、

との意見が聞かれた。 

現状では実践のエビデンス以外にも各ステーホルターが必要とする情報共有がスムー

ズでないことが推察されるため、新たなエビデンスセンターの構築・運用に加えて、別

研究課題で構築されているデータベースとの連携、閲覧者がワンストップで情報を集め

られるような工夫、エビデンス活用の利点についての発信は必要と思われる。 

A.研究の背景と目的 

本研究では国内の実践家が効果的な実践

について情報収集するための新しい WEB

ページにおいてどのような表現や形式での

情報発信が望まれているか探索することを

目的とした。 

 

B.方法 

１．対象者 

精神保健医療福祉のステークホルダーと

して当事者、家族、支援者、行政職員、研

究者を対象とした。 

以下の属性のグループには関連団体の代

表者もしくはこれに準じるものに連絡をと

り、団体内に声かけを依頼した。属性ごと

に依頼した団体を示す。 

１）当事者（リクルート目標：10 名） 

精神病者集団、全国精神障害者団体連合
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会、日本ピアスタッフ協会、ピアサポート

専門員研修機構の代表者またこれに準じる

もの 

２）家族（同 5 名） 

地域精神保健福祉機構コンボ、みんなね

っと 

３）実践家（同 10 名） 

日本精神神経学会、日本精神科看護協

会、日本精神保健福祉協会、精神科作業療

法協会、公認心理師協会、公認心理師の会 

４）行政職員（同 5 名） 

全国精神保健福祉相談員会、全国精神保

健福祉センター長会、全国保健所長会、厚

生労働省 

また以下の属性については、2 つの系統

から声かけを行った。 

５）研究者（同 15 名） 

学術名鑑および UMIN に精神科系の学

術団体として登録されている学会のうち、

全般的な領域にまたがる団体や特定の治療

手法に焦点を当てた団体、特定の年齢層を

対象とした学会、認知症・知的障害・依存

症・てんかんなどの特定の疾患に関する学

会、特定地域の学会、原著が掲載される学

術誌を持っていない学会を除いた合計８学

会（日本社会精神医学会、日本精神衛生学

会、日本精神障害者リハビリテーション学

会、日本精神保健看護学会、日本精神保健

社会学会、日本精神保健福祉学会、日本総

合病院精神医学会、日本病院・地域精神医

学会）について、他属性と同様に代表者も

しくはこれに準じるものに連絡をとり、団

体内に声かけを依頼した。 

また、医学に関する学術論文を中心とし

た文献情報データベースである医中誌と

Pubmed で「地域精神保健」「リカバリ

ー」「SMI」のキーワードで検索された原

著論文の著者および責任者をリスト化し、

ここから無作為に 5 名を抽出し、本研究へ

の参加を呼びかけた。 

２．手続き 

最初にグループインタビューの意図や目

的について説明を行った（資料１）。 

 新たな WEB ページの当面の運用方針と

して、閲覧を想定している主なターゲット

は医療機関、地域支援機関、行政機関等に

所属する支援者であること、取り上げる支

援は重い精神障害をもつ人の地域生活支援

に関わる心理社会的支援に絞ることを説明

した。これらの方針を踏まえて、当事者と

家族には「専門家に知っておいてほしい支

援や実践とはどのようなものか」、支援

者、行政職員、研究者には「エビデンスの

ある支援や実践の研究内容がどのように発

信されると普段の支援に用いやすいか」を

尋ね、加えて支援者には、制度や予算など

実現可能性にこだわりすぎず、自分だった

ら、ある支援の効果の是非を判断するため

にどのような情報が欲しいかを検討するよ

うに教示した。さらに全ての参加者に対し

て「厳密な研究によるエビデンスの確立し

ていない支援や実践を取り扱うべきか」に

ついて質問した。 

 対象者を 5 名程度のグループに分け、各

テーブルにファシリテーター１名を配置

し、90 分を目安にインタビューを実施し

た。 

倫理的配慮 

 実施にあたっては国立精神・神経医療研

究センター倫理委員会の承認を受けた。参

加者からはグループインタビュー開始前に

書面による同意を得た。インタビューによ

って得られた語りの録音を逐語で書き起こ

し、質的な検討と整理を行った。 

 

C.結果／進捗 

当事者 5 名、家族 5 名、実践家 10 名、

行政職員 4 名、研究者 11 名、合計 35 名で

あった。得られた意見を属性ごとに示す。 

1.当事者グループ 
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－取りあげて欲しい支援、プログラム 

・Intentional Peer Support（IPS；意図

的なピアサポート）、Wellness Recovery 

Action Plan（WRAP；元気回復行動プ

ラン）のような、厳密にはエビデンスが

確立していない支援でも、皆になじみの

ある支援については取り上げて欲しい。 

・近年は話題になることが少なくなってい

るが地域移行や共同意思決定が大事だと

思う、取り残されている人がいると思

う。 

・（精神科医療のユーザーにとって、大事

だと感じるアウトカムは「夜遊びを楽し

めるか？」のような生活に密着した事象

なので、そこを目指した支援について

も）そもそもエビデンスでは測りようが

ない、測れるものじゃないということも

載せて欲しい。 

－エビデンスの確立していない支援につい

て 

・口コミで良いという評判のものは拾い上

げて、実践方法や効果が伝わるといいと

思う反面、副作用（副効果）のあるも

の、良くない影響が出てしまうものが混

じってしまうのは心配な気もする。 

・エビデンスレベルがどこまで検討されて

いるのか、実践として取り組まれてはい

るが研究が進んでいないだけなのか、都

市伝説とか悪徳商法的なものなのか、区

別が必要だと思う。 

 

2.家族グループ 

－取りあげて欲しい支援、プログラム 

・オープンダイアログをぜひ取りあげて欲

しい。薬だけではなく、たわいのない会

話の中で入院生活で感じた混乱やつら

さ、苦しさ、悔しさに寄り添うことで、

当事者の心がほぐれていく感触を持って

いる。特別なことをしているわけではな

く、オープンダイアログのような取り組

みが本来の精神科医療だと思う。 

・生活臨床や当事者研究は日本でずっと行

われてきたが、当事者の葛藤、妄想や幻

聴が聞こえるといったことから発生する

課題、生活課題ついて耳を傾ける、とい

う点は海外の支援と通底しており、近い

ものだと感じる。 

・人とつながり、人への信頼感、生きる力

を取り戻すために、当事者が自分の言葉

で気持ちや希望を伝えられるような支援

をすることがとても大事だと思う。 

・前項のような支援は人によって相性があ

るので、さまざまなプログラムがあると

いいし、支援者にはそれらを知っていて

もらいたい。 

－エビデンスの提示方法について 

・当事者や家族にとってはなじみ深い支援

を、医師が知らなかったという経験があ

る（例：WRAP の話をしたらサランラ

ップと間違えられた）。今回の WEB サ

イト作成で想定されているような、能動

的に情報を取りに行く専門職以外にも情

報がいきわたるようなしくみが大事だと

思う。 

－その他 

・家族の立場からみると、当事者が一般就

労、恋愛、結婚など当たり前の希望を持

つことが支援者から敬遠される実情があ

る。障害福祉サービスを利用して「障害

者」として生活しなさいと言われている

ような気がする。 

・（当事者の希望が制限されがちになる背

景として）現在の日本の医療システムで

は医師に責任が集中しているので、どう

しても管理的にならざるを得ないのでは

ないか？ 

・引きこもっている当事者でも希望があれ

ば支援やサービスとつながれるようなし

くみが欲しい。 

・具合が悪くなった時に、どうやって病院
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に連れていくかという対策が欲しい。当

事者の同意がない中で、家族が無理に病

院に連れて行かなくてはならない今の体

制に当事者も家族も本当に傷つき、苦し

んでいる。 

・どの病院にどの職種が何人いて、どのよ

うな支援プログラムを実施しているのか

わかりやすくして欲しい。 

・東京・埼玉・大阪の人権センターなどで

取り組みが始まっている総合病院の量的

な評価はとても良いと思う。全国に広ま

ってほしい。 

・保護者制度は制度としてはなくなってい

るが、今も名残があると思う。兄弟であ

れ、親であれ、普通の当たり前の家族で

いたい。支援者から勝手に「キーパーソ

ン」に指定されることには大きな違和感

がある。 

 

3.実践家グループ 

－エビデンスの提示方法について 

・最初から複雑なデータを含めてすべてを

提示する形式よりは、最初にサマリーが

あって、もっと知りたい人は詳しく調べ

られるような二段階形式のほうがアクセ

スしやすいのではないか。 

・（科学的根拠の）正確性と読みやすさの

バランスが大事だと思う。 

・エビデンスの支援への活用については実

践家個人によって受け取り方が異なる。

実際に当事者に提供するときには「複数

のスタッフで確認しながら進めて下さい」

など注意喚起のための記載があっても良

いかもしれない。 

・支援の過程で当事者に根拠を説明したい

場面があるので、気軽にアクセスできる

ような情報提供サイトがあることは良い

と思う。 

・見た人が参考になったかどうかを伝える

ツールや（SNS で使われる「いいね」機

能のようなもの）や質問できる機能、コメ

ント欄を活用した閲覧者の交流機能を実

装してはどうか。 

→得られた情報をもとにサイトを改良して

いく、というサイクルがあると良い。 

 

 

－「エビデンス」という言葉や概念に対す

る想い 

・日々の臨床活動の中で、すでに望ましい

と思われる実践をエビデンスが後追いし

ている感覚がある（実践家の間で効果的

と知られている支援について調べて「効

果的です」と言われても、すでに分かっ

ていることなので、関心が高まらな

い）。 

・「エビデンス」という言葉に構えてしまう

ところがある、厳密な検討を経たエビデ

ンスレベルの高い介入以外にも実践家が

情報を求めている領域はあると感じる。 

・「エビデンスセンター」という名称にす

ると質的研究を重視する人は関心が薄れ

てしまうかもしれない。 

→看護職や心理職には質的研究による知見

もなじみ深いので、そこも取り上げて欲

しい。 

・エビデンスやそれを基に作られているガ

イドラインは、実践家の中でも初学者を

導くための最低限の知識としては有用だ

が、それだけで臨床全てを見られるわけ

ではない、使い方が大事だと思う。 

－エビデンス以外にニーズのある情報 

・臨床現場でこれまでの活動を見直したい、

新しい取り組みを始めたい、という時に

は高いエビデンスというよりは、自分た

ちと同じような支援を行っている機関に

とっての「主流の実践」や「ある実践を支

援機関全体の何割ぐらいがやっているの

か」という情報も重要だと感じる。 

・ベストプラクティスや経験ベースの情報
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もあったほうが良い。 

・臨床現場ではある実践が「多数派」なのか

「すごく頑張っているところしかやって

いないのか」ということを気にしている

（これを根拠にして、その実践を行うか

どうか決まる）という現実はあると思う。 

・エビデンスが高いことと、普段の実践で

活用されていることには乖離があると思

う、エビデンスレベルが高くてもあまり

使われていない支援もあると思う。 

 

4.行政職員グループ 

－エビデンスの提示方法について 

・行政職員も忙しい業務の中で情報収集を

していることが多いので、細かいことを

書き過ぎずに、細かい定義などは、リン

クを張ってみたい人が見られるような構

造にするのが良いのではないか。 

・例えば、がん検診に関してのエビデンス

は、一般の人、行政職員、専門家・支援者

の３領域を想定して、それぞれ説明レベ

ルを変えている、この方法は参考になる

のではないか？  

→がん検診の中にもエビデンスが乏しいま

ま、健診だけが普及しているものもある、

臨床に関わる情報の提示する以上は、一

定期間ごとにアップデートしていく体制

も必要。 

・行政や国も情報を活用するエビデンスセ

ンター、という前提だと少なくても行政

職員と専門家・支援向けには色付けだけ

でなく根拠となるデータが必要だと考え

る。 

・身体疾患の治療と異なり、精神疾患の治

療や支援に関するエビデンスはコクラン

レビューのような厳密な基準で評価して

しまうと軒並み「Low level」となってし

まう難しさがある。その中でどの水準ま

でのエビデンスを WEB サイトに掲載す

るかは難しい判断だと感じる。 

－行政組織が必要としている情報とは 

・行政職員が知りたいのは、エビデンスそ

のものというよりも、エビデンスのある

支援を実施するために、どのくらいの準

備が必要でどのくらいのコストが必要な

のか、という点ではないか。例えばアウ

トリーチ事業を自治体が行おうとすると

きに、どのような進め方をすればいいの

かというような情報が求められていると

思う。 

・エビデンスの提示ももちろん大事だが、

費用対効果の視点も重要ではないか。 

・エビデンスの以前に、公開されている既

存資料を探すことが非常に大変だという

実感がある、こうしたデータを簡単に経

年的に見られるような WEB サイトがあ

るだけでも、行政が自身の自治体の取り

組みについて評価把握ができ、有用では

ないか。自治体の現場では自身の自治体

が全国レベルでどこに位置しているのか

正確に把握できないままに計画が立てら

れている実情がある。 

→人口当たりの病床数、長期入院患者、平

均在院日数のような基礎的データは

NDB の利活用とつながる部分ではない

か。本研究だけでなく、Regional 

Mental Health Resources Analyzing 

Database（ReMHRAD：リムラッド）

などさまざまなプラットフォームを用い

た都道府県の「見える化」を行うことは

重要。 

・将来的には、エビデンスベイスドな支援

が全国のどの機関で提供されているの

か、という MAP があると良い。 

→まずは好事例の掲載から始めると良いの

ではないか？ 

・各都道府県の精神保健福祉センターと保

健所の業務のすみわけもわかりやすくな

ると良いと思う。 
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5.研究者グループ 

－エビデンスの提示方法について 

・具体的なデータを細かく示すのではな

く、結論だけを文章にした簡素な要約

（アブストラクト）ぐらいがちょうどい

い。資料 2 で示されているものでいうと

中くらいのレベルよりもう少し簡素なイ

メージではないかと思う。 

・パッと見て、結論が把握できるようなも

のを最初に提示して、詳しく知りたい場

合には、クリックするとより詳しいデー

タがみられるような段階的な提示ではど

うか。 

・（忙しい実践者の立場を想像すると）最

初に目に入るページには図やイラストが

入っていたり、要点が見出しや箇条書き

でまとまっていると短い時間でも情報を

把握しやすい。 

・「こういう臨床像の人たちに○○という支

援を提供したらこうなった（もしくは、こ

うならなかった）」という感じで具体的な

ケースがイメージできるような示し方だ

と関心を持たれやすいかもしれないと思

う。 

・この WEB サイト上では、（学術論文の形

式のような）背景から順番に説明してい

くやり方ではなく、最初に結論を示して、

次に結論を支える考察と図 1 点ぐらいを

掲載することに留め、最後に根拠となっ

た論文や報告書のリンクを示しておくと

シンプルにまとまるのではないか。 

・信号形式だと例えば「赤」に分類されてい

るものが、単にエビデンスの吟味が足り

ないだけなのに「推奨しない」という意味

に受け取られる場合もあると思う。誤解

が生じないような研究者への配慮も必要

ではないか？ 

・音声や動画で示すと興味を持てる人もい

るかもしれないと思う。 

・横文字をあまり使わない、という配慮も

大事ではないか。 

・研究的ながっちりしたエビデンスという

よりもグッドプラクティスのほうが敷居

が低くて、活用されやすいのではない

か。 

・支援者は研究の対象者数や個別の変数は

そこまで求めていないと思う。薬物療法

に例えるとどんな薬剤があって、その効

果と注意しなくてはいけない副作用ぐら

いがちょうど良く、心理社会的支援につ

いても同様なのではないか。 

・多くの支援者がアクセスしやすいような

シンプルで平易な情報提供には賛成だ

が、資料 2 のもっともシンプルな例のよ

うにあまりにも簡潔になりすぎると、エ

ビデンスを部分的に切り取られて、発信

する側として本意でない伝わり方をする

かもしれないことがやや心配である。支

援者にとってなじみの薄い情報であって

も、結論の根拠となった部分が提示すべ

きだと思う。 

・すでにあるガイドラインにもリンクを張

る等して、情報のハブ的な機能を持たせ

ると、これまでの知見も活かせるのでは

ないか。 

・NICE ガイドラインのような疾患横断的

な仕組みを想定しているなら、見せ方も

統一したほうがわかりやすい。 

・いきなり支援の効果に関するエビデンス

を示すのではなく、その研究が実施され

た社会的背景、必要性、政策への反映な

どを時系列で示した上で、エビデンスを

示した文献のサイトにアクセスできるよ

うにすると、研究が必要とされた流れも

理解できるし、エビデンスそのものへの

アクセス数も一定程度確保されるのでは

ないかと思う。 

・概ね学術論文のアブストラクトぐらいの

要約に留めて、文献そのものについては

リンクを示しておく方法は著作権の観点
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からも無難ではないかと思う。 

・エビデンスレベルが高くなくても、ある

程度認知されて、経験的に良いと判断さ

れている実践については掲載する方向が

いいと思う。 

－エビデンス活用のための環境整備につい

て 

・地域の実践家は経営的な問題で非常に多

忙な状態に置かれており、率直に言って

エビデンスどころではないというのが実

情だと思う。余裕がない状況で研究への

関心が薄れている感じがある。 

・実践家に関心を持ってもらうためにも、

研究成果と実践との一連の結び付きが可

視化されるといいが、そのようになって

いない研究も多いのではないか。 

・地域での支援は有期限のサービスばかり

でなく、必ずしもエビデンスが明確でな

くても、漫然と支援していれば事業所の

収益につながる状況がある。現状は支援

を提供する側にエビデンスを活用しよう

という動機付けが持ちづらい環境ではな

いか。 

・働き方改革など外的な要因も影響してい

ると思う。実践家や事業所としては苦し

い中で何とかやっており、関心を持ち続

けられる人は一握りなのが実情ではない

か。 

・実践の現場では、支援やサービスを評価

する場合に、必ずしもエビデンスレベル

だけではない視点もある。実践家にとっ

ては「エビデンス」と言われると却って

ややこしく感じられてしまう。サービス

評価や点検とエビデンスがつながるとい

い循環ができると思うが、現在はまだ実

践家にとっては（エビデンスを活用した

評価や点検は）非日常的な感覚があると

思う。 

 

D.考察 

 エビデンスの提示方法については、すべ

ての属性グループで段階的な情報の提示が

希望された。具体的には、タイトルと簡易

な抄録に図やイラストを添えたものを最初

に示し、より詳しく知りたい閲覧者には 

ハイパーリンクやポップアップを用いて詳

細を示した別のページに遷移するようなイ

メージが共有された。詳細なページのボリ

ュームや内容は資料 2 で示した程度の研究

の概要はわかるが、統計量などのデータは

割愛している程度のものが好ましいという

意見が多かった。 

そのほか属性別の意見として、当事者や

家族からはいわゆるエビデンスに基づく支

援プログラムではなく、もっと身近な生活

/医療支援に関する情報が必要ではない

か、との意見が出された。当事者からは地

域移行、共同意思決定、恋愛や夜遊びとい

ったごく普通の生活を送ることに関する支

援について、家族からは（被支援者と支援

者という関係性でなく）関わる人全員が対

応な対話によって、テーマに向き合うオー

プンダイアログについての情報を求める声

が上がった。 

家族からはそもそも家族自身が支援の対

象として認識されておらず、必要なサポー

トが届いていないという切実な実情につい

ての語りが多かった。 

研究者、実践家からはエビデンスについ

て、実践者のもつ抵抗感についても語られ

た。日々の支援で多忙な実践者にとってエ

ビデンスは理解するまでに必要な知識が多

く、研鑽を積んで理解を試みるための時間

的余裕がない、RCT やシステマティック

レビューが実施されたエビデンスレベルの

高い実践よりも、ベストプラクティスや支

援者の経験上良かったと感じられる実践に

関する情報のほうがニーズがあるかもしれ

ない、との意見も聞かれた。 

行政職員からは支援の効果だけでなく、
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費用についても情報があると良い、またエ

ビデンスの示された支援を自治体が実践に

落とし込んでいく際の具体的なプランが必

要、との意見が聞かれた。 

これらの意見を概観すると、本研究で構

築するエビデンスセンター単独では解決し

ない課題が示された。 

現状では実践のエビデンス以外にも各ス

テーホルターが必要とする情報共有がスム

ーズでないことが推察されるため、別研究

課題で構築されているデータベース（例え

ば ReMHRAD など）と連携し、閲覧者が

ワンストップで情報を集められるような工

夫が必要と考えられた。この際、すべての

コンテンツを本研究課題で準備することは

現実的ではないが、すでにこれまでのさま

ざまな研究課題、事業によって作成された

優れたコンテンツやデータベースがある。

エビデンスセンターのコンテンツとして、

本研究課題で実施するシステマティックレ

ビューに加えて、既存情報のハブ的な機能

を持たせることによって、より実践家にと

って有用な取り組みとなる可能性が示唆さ

れた。 

加えて、実践家、当事者・家族のもつエ

ビデンスへの抵抗感についてはエビデンス

の示し方に工夫することに加えて、エビデ

ンスを活用することの利点についても発信

していく必要性が感じられた。 

 

E.健康危険情報 

なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

吉田光爾，宮本有紀，後藤雅博，澤田恭

一，佐藤さやか，神谷牧人：学会企画シン

ポジウム地域ケア（コミュニティメンタル

ヘルス）を推進するために研究と実践をど

うつなぐか：私たちにできることは何か．

第 27 回日本精神障障害者リハビリテーシ

ョン学会大阪大会, 大阪, 2019.11.24. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 

 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 
 

資料 1 グループインタビューの「問い」に関する説明資料 

 

 

なぜ、精神保健医療福祉に関する
科学的根拠を集めたホームページを作るのか？

2019年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業
精神保健・福祉に関するエビデンスのプラットフォーム構築及び精神科長期入院患
者の退院促進後の予後に関する検討のための研究（19189500 ）

EBP/EBPMが実践できない要因には
さまざまなものがある

人手不足制度が違う
情報に

アクセス
しづらい

予算がない
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資料 2 エビデンスの提示方法の例 

エビデンスの見せ方の例 

-シンプルな研究紹介の例 

・援助付き雇用＝ 

・精神障害者への援助付き雇用の効果は大です 

・重度精神疾患を持つ成人に対する援助付き雇用のエビデンスレベルは A です 

 

-中くらいの詳細さの研究紹介例 

重度精神疾患を持つ成人に対する援助付き雇用 
 
メンタルヘルスの問題を抱える人々は、高い失業率を経験する。就職先を探しているその
ような人々に支援を提供するために、様々な案が存在する。援助付き雇用では、人々を競
争のある仕事に就かせることを試みる。人々はすぐに通常の職場環境に配され、「ジョブコ
ーチ」から集中的なサポートとトレーニングを受ける。 
 
個別就労支援プログラム（IPS）はより詳しい計画であり、地元の仕事を見つけること、
迅速に仕事を探すこと、就労サービスに何を望むかを利用者が選ぶこと、就労のチームと
メンタルヘルスのチームの間の緊密な連携、その人の仕事の好み・強み・仕事経験に注意
を向けること、継続的で必要なら長期に渡る個別のサポート、カウンセリングの手当を含
む。就労の専門家がその人の仕事の関心を見極め、仕事を見つけるのを手伝い、仕事上の
サポートをし、その他のサポートにも従事する。IPS は積極的なアウトリーチを行い、地
域で訓練・アドバイス・職業上のサポートを提供する。強化された援助付き雇用とは、就
労のサポートとともに、社会生活技能訓練、動機づけのセミナー、様々な種類のリハビリ
テーションなどの補足的な手法が提供されるものである。その他のアプローチは数多く、
多様であり、仕事のワークショップ、就業カウンセリング、ピアサポート、業務提携、ク
ラブハウスモデル（訓練、仕事の経験、ピアサポート、過渡的雇用、IPS を含んでおり、
即時雇用および競争的雇用は求めていない）などがある。これらのアプローチはすべて準
備・教育・OJT の期間を含んでいる。 
 
このレビューでは、援助付き雇用および IPS と、仕事を見つけるための他のアプローチを
比較している。合計 2259 人のメンタルヘルスの問題を抱えた人々が参加した 14 件の研
究から、2 つの主な結果が得られた。1）援助付き雇用は、人々の雇用期間と就業時間を増
加させる。2）援助付き雇用を利用する人々は、より早く仕事を見つける。これら 2 つの
点において、援助付き雇用と IPS は他のアプローチよりも優れているが、サービスの利用
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者にとって重要な他の点においては情報が限られていたか、測定できるほどの差が見られ
なかった。 
 
例えば、QOL の向上や人々の精神的健康への影響、入院の日数や費用などの点に関する情
報はほとんどない。さらに、このレビューは、主に北米とヨーロッパで行われた研究から
抽出された限られた統計的エビデンスに基づいてその主要な結果を出している。将来の研
究は、より幅広い情報とアウトカムに取り組むべきである。援助付き雇用の効果がどのく
らい持続するかを確認するために、より長期の研究が必要である。 

※具体的なデータは示さずにその結論だけを文章にしている。 

-もっとも詳細な研究紹介の例 

1.プログラム名 
Individual placement and support (IPS)および援助付き雇用 
 
2.内容 
個別型援助付き雇用、特に IPS モデルは、精神障害（特に重い精神障害）を持った人を対象として
おり、働きたいと思う全ての人が対象となります。IPS は、以下 8 つの原則を有します：「導入基準なし」 
「競争的雇用」「統合されたサービス」「迅速な求職活動の支援」「系統的な職場開発」「社会保障の利
用」「期限のないサービス提供」「利用者の好み」。具体的には、個別支援とアウトリーチ支援を基本的な
サービスとして、障害を持っていない人と一緒の職場で働く競争的雇用あるいは一般就労を目指します。
個別型援助付き雇用や IPS モデルは、利用者のパーソナル・リカバリーを念頭にした利用者の支援であ
り、利用者の希望や好み、ストレングスに基づいた就労サービスの提供を図ります。 
 
3.文献別情報 
1）文献名 
Oshima I, Sono T, Bond GR, Nishio M, Ito J. A randomized controlled trial of 
individual placement and support in Japan. Psychiatr. Rehabil. J. 2014; 37: 137-
143. 
 
2）要旨 
本研究は、地域支援機関の利用者を対象者として、6 ヵ月の追跡期間を設けた無作為化比較試験を
実施した。参加者は、Individual placement and support（IPS）あるいは従来の就労サービス
のいずれのかの支援を受けた。6 ヵ月間の間に、従来の就労サービス群と比較し、IPS 群の群の就労率
は高く、就労期間は長かった。 
 
3）基本デザイン 
① 研究デザイン：個別レベルの無作為化比較臨床試験 
②フォローアップ期間：6 ヵ月 
③プライマリーアウトカム：不明 
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4）介入内容 
- 就労支援専門員は、参加者の好み、過去の経験、ニーズなどを把握した。 
- 就労支援専門員は、参加者と一緒に仕事探しをしたり、必要に応じて職場開発をしたりした。 
- 参加者が就労した場合、継続・定着支援を提供した。 
- フィデリティ尺度（IPS-15）によるサービスの質の測定あり：68 点 
 
5）比較のための対照群の支援 
- 地域支援機関における既存（従来）の就労サービスを提供した。 
 
6）対象者数 
①対象者の属性：地域支援事機関の利用者 
②組み入れ数 

- Individual Placement and Support 群:  18 名 
- 通常支援群:      19 名 

③分析対象者数 
- Individual Placement and Support 群:  18 名 
- 通常支援群:      19 名 

 
7）効果 
①就労者数 
- Individual Placement and Support 群:  8 名（44.4%） 
- 通常支援群:     2 名（10.5%） 
エフェクトサイズ：d = 1.06 [0.10, 2.01] 
② 就労期間（週） 
- Individual Placement and Support 群:  6.4 (SD = 10.2) 
- 通常支援群:     1.8 (SD = 5.8) 
エフェクトサイズ：d = 0.56 [-0.10, 1.22] 
③就労時間 
- Individual Placement and Support 群:  167.7 (SD = 300.3) 
- 通常支援群:     40.6 (SD = 129.9) 
エフェクトサイズ：d = 0.55 [-0.10, 1.21] 
④賃金 
- Individual Placement and Support 群:  ¥211500 (SD = 388700) 
- 通常支援群:     ¥36500 (SD = 116900) 
エフェクトサイズ：d = 0.62 [-0.04, 1.28] 
 
 8）バイアス 
・Cochrane risk of bias Table 
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グループをどのように決めているか？ 懸念あり 

研究方法にそって、決められた支援が行われているか？ 懸念あり 

測定ができかなったデータがあるか？ リスク低 

結果が信頼できる方法で評価され、評価する人にグループ分けをわからないようにしてあるか？ リスク高 

測定したにもかかわらず、報告していないデータがあるか？ 懸念あり 

全体として、結果を歪める研究方法の問題はあるか？ リスク高 



令和元年度の刊行物はなし 










